
３．教育課程の充実

(前 年 度 予 算 額 3,024百万円）
平成30年度要求・要望額 3,324百万円

１．要 旨

これからの時代に求められる資質・能力を育成する観点から、学習指導要領改

訂の改訂を踏まえ、「社会に開かれた教育課程」を実現するため、教員の資質・

能力向上方策とも連携しながら、主体的・対話的で深い学び（アクティブ・ラー

ニング）の視点からの学習・指導方法の改善、高校生の基礎学力定着に向けた取

組、理数教育の充実、現代的な課題に対応するための取組などを推進し、初等中

等教育の教育課程の充実を図る。

２．内 容

○学習指導要領等の改訂及び主体的・対話的で深い学びの推進

532百万円(589百万円)

学習指導要領の改訂を踏まえ、「社会に開かれた教育課程」を実現するため、主

体的・対話的で深い学び（アクティブ・ラーニング）の視点からの学習・指導方法

の改善やカリキュラム・マネジメントの推進など新学習指導要領の周知・徹底を図

る。

○新学習指導要領移行措置に対応する算数・数学、理科の補助教材の作成・配布事業

158百万円（ 新 規 ）

新学習指導要領への移行期間中に、指導内容が追加される算数・数学、理科につ

いて、教科書に準拠した補助教材を作成し、児童生徒に配布する。

○次代を見据えた教育課程・指導方法等に関する先導的研究開発

73百万円（73百万円）

今後の教育課程の基準の改善等に資する実証的資料を得るため、現行の学習指導

要領等によらない教育課程の編成・実施を認める研究開発学校を指定し、新しい教

育課程、指導方法等についての研究開発を実施する。

○高校生の基礎学力の定着に向けた学習改善のための研究開発事業

139百万円（138百万円）

高等学校現場のＰＤＣＡサイクルの構築のため、実践研究校において、基礎学力

の定着に向けた学習指導体制の検討や教材開発等とともに、これらの取組に資する

よう試行調査を通じて生徒の学習成果や課題を把握する。また、試行調査の結果も

活用しつつテスト手法に関する研究開発を行うなど「高校生のための学びの基礎診

断」の運用開始を見据えた取組を行う。
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○理数教育の充実のための総合的な支援等 2,164百万円(1,996百万円)

理科教育振興法に基づき、観察・実験に係る理科設備の充実を図るとともに、理

科の観察・実験の充実及び指導に注力できる指導体制を整備する。

○現代的課題に対応した教育の充実 94百万円(74百万円)

現代的な課題に対応した資質・能力を子供たちに育むため、環境教育、放射線教

育、社会参画等に関する教育の充実に関する取組を実施する。

【（参考：復興特別会計）放射線副読本の改訂・配布（233百万円）】

○カリキュラム・マネジメントの在り方に関する研究 40百万円(40百万円)

小学校学習指導要領の改訂を踏まえた授業時間数増に伴う授業日数の見直し（長

期休業期間や土曜日の活用等）や弾力的な時間割編成の在り方、教育効果を高める

ための指導計画・教材等の在り方について実践的な研究を行い、その成果を普及し、

各学校・地域の実情に応じたカリキュラム・マネジメントを支援する。

○高等学校における総合的な学習の時間の抜本的改善・充実

11百万円(11百万円)

次期学習指導要領における高等学校の「総合的な探究の時間」が各学校において

円滑に行われるよう、育成すべき資質・能力を確実に身に付けるために必要な教材

の開発などの調査研究を行い、学校における指導の抜本的改善・充実を図る。

○「キャリア・パスポート（仮称）」普及・定着事業【後掲】

4百万円(4百万円)

児童生徒が自らの学習活動等の学びのプロセスを記述し振り返ることのできるポ

ートフォリオ的な教材「キャリア・パスポート（仮称）」の導入に向け、その活用

方法等についての調査研究を実施する。

○特別支援学校学習指導要領等の改訂【後掲】 79百万円(42百万円)

学習指導要領の改訂や解説書の作成、周知・徹底等を着実に実施する。

○幼稚園教育要領の普及・啓発【後掲】 30百万円(58百万円)

新幼稚園教育要領について、各幼稚園が適切な教育課程を編成、実施する上での

参考資料を作成するとともに、指導上の諸課題等に関して中央および都道府県にお

いて研究協議会を行う。

※上記のほか、教育課程の充実の観点から「小・中・高等学校を通じた英語教育強化事

業」を実施（965百万円）【後掲】

小・中・高等学校を通じた英語教育の強化のため、新学習指導要領の全面実施に向

けた新教材の整備、民間機関と連携による指導法等の開発や教員の指導力・専門性向

上向上のための事業を行う。
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教育課程の充実

＜平成30年度概算要求額： 73百万円＞
今後の教育課程の基準の改善等に資する実証的
資料を得るため、現行の学習指導要領等によら
ない教育課程の編成・実施を認める研究開発学
校を指定し、新しい教育課程、指導方法等につ
いての研究開発を実施。

次代を見据えた教育課程・指導方法等に
関する先導的研究開発

＜平成30年度概算要求額：139百万円＞
高等学校現場のＰＤＣＡサイクルの構築のた
め、実践研究校において、基礎学力の定着に
向けた学習指導体制の検討や教材開発等とと
もに、これらの取組に資するよう試行調査を
通じて生徒の学習成果や課題を把握する。ま
た、試行調査の結果も活用しつつテスト手法
に関する研究開発を行うなど「高校生のため
の学びの基礎診断」の運用開始を見据えた取
組を実施。

高校生の基礎学力の定着に向けた学習改
善のための研究開発事業

＜平成30年度概算要求額： 2,164百万円＞

理数教育の充実のための総合的な支援等

＜平成30年度概算要求額： 94百万円＞
現代的な課題に対応した資質・能力を子供たち
に育むため、環境教育、放射線教育、社会参画
等に関する教育の充実に関する取組を実施。

【（参考：復興特別会計）放射線副読本の改訂
・配布（233百万円）】

現代的な課題に対応した教育の充実

学習指導要領の改訂を踏まえ、「社会に開かれた教育課程」を実現するため、主体的・対
話的で深い学び（アクティブ・ラーニング）の視点からの学習・指導方法の改善やカリ
キュラム・マネジメントの推進等。

学習指導要領等の改訂及び主体的・対話的で深い学びの推進

＜平成30年度概算要求額： 532百万円＞

平成30年度概算要求額：3,324百万円
（平成29年度予算額：3,024百万円）

＜概要＞
これからの時代に求められる資質・能力を育成する観点から、学習指導要領の改訂を踏

まえ、「社会に開かれた教育課程」を実現するため、教員の資質・能力向上方策とも連携
しながら、主体的・対話的で深い学び（アクティブ・ラーニング）の視点からの学習・指
導方法の改善、高校生の基礎学力定着に向けた取組、理数教育の充実、現代的な課題に対
応するための取組などを推進。

初等中等教育の教育課程の一層の充実

理科教育振興法に基づき、観察・実験に係る
理科設備の充実を図るとともに、理科の観察
・実験の充実及び指導に注力できる指導体制
を整備。

＜平成30年度概算要求額： 40百万円＞

カリキュラム・マネジメントの在り方
に関する研究

小学校学習指導要領の改訂を踏まえた授業時
間数増に伴う授業日数の見直し（長期休業期
間や土曜日の活用等）や弾力的な時間割編成
の在り方、教育効果を高めるための指導計画
・教材等の在り方について実践的な研究を行
い、その成果を普及。

＜平成30年度概算要求額： 11百万円＞

高等学校における総合的な学習の時間の
抜本的改善・充実

次期学習指導要領における高等学校の「総合的
な探究の時間」が各学校において円滑に行われ
るよう、育成すべき資質・能力を確実に身に付
けるために必要な教材の開発などの調査研究を
行い、学校における指導の抜本的改善・充実。

＜平成30年度概算要求額：158百万円(新規)＞
新学習指導要領への移行期間中に、指導内容が追
加される算数・数学、理科について、教科書に準
拠した補助教材を作成し、児童生徒に配布。

新学習指導要領移行措置に対応する算数・
数学、理科の補助教材の作成・配布事業

教育課程充実の観点から「小・中・高等

学校を通じた英語教育強化事業」を実施

＜平成30年度概算要求額：965百万円＞
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４．道徳教育の充実

(前 年 度 予 算 額 1,957百万円）
平成30年度要求・要望額 3,754百万円

１．要 旨

平成27年３月に、道徳教育に係る学習指導要領等の一部改正を行い、これまで

の道徳の時間を教育課程上、「特別の教科 道徳」（以下「道徳科」という。）と

新たに位置付けるとともに、いじめの問題への対応の充実や発達の段階をより一

層踏まえた体系的なものとする観点からの内容の改善、問題解決的な学習を取り

入れるなどの指導方法の工夫を図ることなどを示した。

本改正は、道徳教育について「考える道徳」、「議論する道徳」へと質的に転換

を図るものであり、これらを踏まえた道徳の指導が着実に実施されるよう、改正

学習指導要領の趣旨を生かした効果的な指導や評価、推進体制を構築するため研

究協議会の開催等を通じた教員の指導力向上を図る。さらに、「親子道徳の日」

といった学校・家庭・地域の連携による道徳教育の取組の支援等を行う。

２．内 容

○ 道徳教育の抜本的改善・充実等 3,754百万円(1,957百万円)

（１）道徳教育の抜本的改善・充実に係る支援

改訂学習指導要領を踏まえた効果的な指導や評価及び推進体制等に係る研究

協議会を開催するとともに、各地域の特色を生かした道徳教育を推進するため、

郷土の伝統文化や偉人などを取り上げた地域教材の作成、「親子道徳の日」と

いった学校・家庭・地域との連携による取組などを支援する。

（２）道徳教育アーカイブの整備

道徳科の趣旨やねらいを踏まえた効果的な指導方法や評価方法について、現

在、各学校等で取り組まれている好事例や優れた教材を収集・集約・発信する

ための機能を有した「道徳教育アーカイブ」の整備を図る。

（３）道徳科の教科書の無償給与

小学校（平成30年度～）及び中学校（平成31年度～）の道徳科の教科書を無

償給与する。
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①特色ある道徳教育の取組の支援

特別の教科化の全面実施に向け、改訂学習指導要領を踏まえた効果的な指導
方法や評価及び推進体制等に係る指導主事・教員等の研究協議会を開催すると
ともに、地域の特色を生かした道徳教育を推進するため､郷土の伝統文化や偉
人などを取り上げた地域教材の作成､ ｢親子道徳の日｣といった家庭･地域との
連携を強化する取組などを支援する。

②道徳教育アーカイブの整備

道徳科の趣旨やねらいを踏まえた効果的な指導方法や評価方法について、現
在、各学校等で取り組まれている好事例や優れた教材、評価に関する資料等を
収集・集約・発信する機能を有した「道徳教育アーカイブ」を整備する。

③社会全体の機運の醸成

社会全体に対して「考え、議論する道徳」の趣旨や内容の理解を広め、学校
・家庭・地域が連携して社会全体で子供たちの道徳性を育む機運を醸成するた
め、シンポジウム等の取組を実施する。

平成25年 2月 教育再生実行会議「いじめ問題等への対応について（第一次提言）」
－いじめ問題の根本的な解決に向けた道徳教育の抜本的な充実を提言

12月 「道徳教育の充実に関する懇談会」報告
－「特別の教科 道徳」（仮称）の設置等について提言

平成26年 2月 中央教育審議会に「道徳に係る教育課程の改善等について」諮問
10月 中央教育審議会から「道徳に係る教育課程の改善等について」答申

－「特別の教科 道徳」（仮称）に係る学習指導要領の具体的な在り方等
について提言

平成27年 3月 学習指導要領の一部改訂等
（平成２７年度から内容の一部又は全部を先行実施することが可能。）

平成30年 4月 小学校において全面実施 ※教科書の無償給与開始

平成31年 4月 中学校において全面実施 ※教科書の無償給与開始

道徳教育の抜本的改善・充実道徳教育の抜本的改善・充実

背景

平成30年度概算要求額：37.5億円 （平成29年度予算額：19．6億円）平成30年度概算要求額：37.5億円 （平成29年度予算額：19．6億円）

１．道徳教育の抜本的改善・充実に係る支援

平成３０年度から使用する小学校及び平成３１年度から使用する中学校の道
徳科の教科書を無償給与する。

２．道徳科の教科書の無償給与（小・中学校分）（中学校は新規）
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５．全国的な学力調査の実施

(前 年 度 予 算 額 5,252百万円）
平成30年度要求・要望額 5,942百万円

１．要 旨

義務教育の機会均等とその水準の維持向上の観点から、全国的な児童生徒の

学力や学習状況を把握・分析し、教育施策の成果と課題を検証し、その改善を

図るとともに、学校における児童生徒への教育指導の充実や学習状況の改善等

に役立て、さらに、そのような取組を通じた教育に関する継続的な検証改善サ

イクルを確立するため、全国的な学力調査を実施する。

２．内 容

（１）平成30年度調査の実施等 4,323百万円（3,517百万円）

対象学年（小6、中3）の全児童生徒を対象に、国語、算数・数学、理科の

悉皆調査を実施するとともに、平成31年度の中学校英語調査に向けた予備調

査及び専門家による追加分析調査を実施する。

【本体調査】

調査日：平成30年4月17日(火)

調査対象：小学校第6学年・中学校第3学年の全児童生徒（悉皆調査）

対象教科：国語、算数・数学、理科

（児童生徒、学校に対する質問紙調査も実施）

【予備調査】

平成31年度の中学校英語調査に向け、中学校における英語の「聞くこと」、

「読むこと」、「話すこと」、「書くこと」を測るための予備調査(抽出方式)

を実施する。

【専門家による追加分析】

国、教育委員会、学校における教育施策や教育指導の一層の改善を図るた

め、学力調査を活用し、大学等の研究機関の専門的な知見を活用した高度な

分析・検証に関する調査研究を実施する。

（２）平成31年度調査の準備 1,619百万円（1,735百万円）

平成31年度調査として、国語、算数・数学、英語を対象教科とした悉皆調

査を実施するための準備を行う。

調査対象：小学校第6学年・中学校第3学年の全児童生徒

対象教科：国語、算数・数学、英語（中学校のみ）
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全国的な学力調査の実施
【文科省分】平成30年度概算要求額 5,279百万円(前年度予算額 4,625百万円 )

(【国研分】 平成30年度概算要求額 663百万円(前年度予算額 627百万円))

調査の目的

国としては、全国的な児童生徒の学力や学習状況を把握・分析して、教育施策の改善・充実に生かす

教育委員会としては、自治体や学校の学力水準を検証し、教育委員会の施策の改善・充実に生かす

学校としては、個々の児童生徒の学習状況を把握して指導に生かすとともに、学校全体として指導方法
の検証・改善につなげる

以上のような取組を通じて、
教育に関する継続的な検証改善サイクルを確立する

平成30年度調査の実施等

3,996百万円
(文部科学省：3,817百万円/国立教育政策研究所：179百万円)

【本体調査：悉皆調査】
調査日 ：平成30年4月17日（火）
調査対象：小学校第6学年・中学校第3学年の全児童生徒
調査教科：国語、算数・数学、理科（児童生徒、学校に対する質問紙調査も実施）

併せて、中学校における英語の予備調査（抽出方式による「聞くこと」、「読むこと」、「話すこと」、「書く
こと」の調査）を実施する。

【専門家による追加分析調査】
国、教育委員会、学校における教育施策や教育指導の一層の改善を図るため、学力調査を活用し、
大学等の研究機関の専門的な知見を活用した高度な分析・検証に関する調査研究を実施

平成3１年度調査の準備 1,619百万円
(文部科学省：1,182百万円/国立教育政策研究所：437百万円)

平成3１年度調査において、国語、算数・数学、英語（中学校）を対象教科とした悉皆方式での調
査を実施するための準備を行う。
調査対象：小学校第6学年・中学校第3学年の全児童生徒（悉皆調査）
調査教科：国語、算数・数学、英語（児童生徒、学校に対する質問紙調査も実施）

Plan
Do

Check
Action

4,323百万円
(文部科学省：4,098 百万円/国立教育政策研究所：226百万円)

継続的な検証・改善
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６．いじめ・不登校対応等の推進

(前 年 度 予 算 額 6,134百万円）

平成30年度要求・要望額 7,281百万円

１．要 旨

「ニッポン一億総活躍プラン」、教育再生実行会議、「いじめ防止対策推進

法」及び「いじめの防止等のための基本的な方針」を踏まえ、いじめの未然

防止、早期発見・早期対応や相談体制の整備及びインターネット及びＳＮＳ

を通じて行われるいじめへの対応など、地方公共団体等にいじめ問題をはじ

めとする生徒指導上の諸課題への対応等のための支援体制を整備するほか、

専門スタッフの配置拡充等を図る。

また、平成２８年に成立した「義務教育の段階における普通教育に相当す

る教育の機会の確保等に関する法律」及び同法に基づき策定した基本指針を

踏まえ、不登校児童生徒等に対する教育機会の確保の推進のため、教育委員

会・学校、関係機関の連携等による不登校児童生徒へのきめ細かな支援体制

を整備するとともに、夜間中学の設置促進等を図る。

２．内 容

◆ いじめ対策・不登校支援等総合推進事業 7,201百万円（ 6,114百万円）

（１）外部専門家を活用した教育相談体制の整備・関係機関との連携強化等

6,707百万円（ 5,910百万円）

【学校等支援】

①スクールカウンセラーの配置拡充〔補助率１／３〕

〔補助事業者：都道府県、政令指定都市〕

・スクールカウンセラー配置の増(26,000校→27,500校（全公立小中学校へ配

置)）

・公立中学校に対するスクールカウンセラーの通常配置(5,800校)に加

え、小中連携型配置の拡充(3,200校→4,000校）による公立小中学校の

相談体制の連携促進。更に、生徒指導上、大きな課題を抱える公立中

学校等においてスクールカウンセラーによる週５日相談体制(200校)

を実施。

・公立小学校の通常配置(9,500校)に加え、小中連携型配置の拡充(6,40

0校→8,000校)による公立小中学校の相談体制の連携促進

・貧困・虐待対策のための重点加配（1,000校）

・教育支援センター（適応指導教室）の機能強化等、不登校支援のため

の配置（250箇所）

・連絡協議会の開催等を通じた質向上の取組の支援

28



※ 支援が必要な学校に弾力的に派遣できるよう、地域の実情に応じ、教育委員会へ

の配置方式も推進

[目標]平成31年度までに、スクールカウンセラーを全公立小中学校（27,500校）に配置

H30:27,500校（H29:26,000校） （ニッポン一億総活躍プラン）

（ひとり親家庭・多子世帯等自立応援プロジェクト）

②スクールソーシャルワーカーの配置拡充〔補助率１／３〕

〔補助事業者：都道府県、政令指定都市、中核市〕

・スクールソーシャルワーカー配置の増（5,047人→8,047人）

・福祉の専門家であるスクールソーシャルワーカーを必要な全ての学校

で活用できるよう配置を拡充

・小中学校のための配置（5,000人→8,000人）

・高等学校のための配置（47人）

・貧困・虐待対策のための重点加配（1,000人）

・スーパーバイザー（47人）の配置

・連絡協議会等の開催を通じた質向上の取組の支援

[目標]平成31年度までに、スクールソーシャルワーカーを全ての中学校区（約1万人）に配置

H30:8,000人（H29:5,000人）

（ニッポン一億総活躍プラン）

（ひとり親家庭・多子世帯等自立応援プロジェクト）

③24時間子供ＳＯＳダイヤル

・いじめ等を含む子供のＳＯＳを受け止めるための通話料無料の電話

相談の実施

【自治体支援】

④幅広い外部専門家を活用していじめ問題等の解決に向けて調整、支援す

る取組の促進等〔補助率１／３〕

・第三者的立場から調整・解決する取組（90地域）

・外部専門家を活用して学校を支援する取組（100地域）

・インターネットを通じたいじめ問題等に対応するための学校ネット

パトロール等（10地域）への支援

○重大事態等発生時の指導助言体制の強化（現状調査や現地支援を行うた

めの職員派遣）

29



（２）いじめ対策・不登校支援等推進事業 462百万円( 179百万円)

①自殺予防に対する効果的な取組に関する調査研究

②脳科学・精神医学・心理学等に関する研究と学校教育の連携による調

査研究

③いじめ防止等対策のためのスクールロイヤー活用に関する調査研究

④スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーの常勤化に向

けた調査研究

⑤学校以外の場における教育機会の確保等に関する調査研究

⑥ＳＮＳを活用した相談体制の構築に向けた調査研究【新規】

等

≪関連施策≫

○教職員定数の改善

（いじめ・不登校等の未然防止・早期対応等の対応強化 500人）

○道徳教育の抜本的改善・充実等

○教員研修の充実（（独）教職員支援機構によるいじめの問題に関する指

導者養成）

・（独）教職員支援機構において、いじめの情報共有や組織的対応を柱

とした指導者養成研修を実施

◆ 夜間中学における就学機会の提供推進 79百万円( 20百万円)

昨年１２月に成立した教育機会確保法及び同法に基づく基本指針を踏ま

え、①夜間中学の設置の促進、②既存の夜間中学における教育機会の確保、

③夜間中学における多様な生徒の受け入れ拡大などを図ることにより、夜

間中学における就学の機会の提供を推進する。

（参考：復興特別会計）

◇緊急スクールカウンセラー等活用事業 2,701百万円( 2,701百万円)

被災した幼児児童生徒・教職員等の心のケアや、教職員・保護者等へ

の助言・援助、学校教育活動の復興支援、福祉関係機関との連携調整等

様々な課題に対応するため、スクールカウンセラー等を活用する経費を

全額国庫補助で支援。

30



いじめ対策・不登校支援等総合推進事業

①教職員定数の改善・・・新学習指導要領の円滑な実施と学校における働き方改革実現のための指導・運営体制の構築に向け、
教職員定数を改善。 その中で、いじめ・不登校等の未然防止・早期対応等の強化のため、５００人の定数改善を計上。

②教員研修の充実・・・教職員支援機構において、いじめの問題に関する情報共有や組織的対応を柱とした指導者養成研修の実施

③道徳教育の抜本的改善・充実等・・・教育委員会等が行う研修や地域教材の作成への支援、道徳科の教科書の無償給与（小・
中学校） 等

④健全育成のための体験活動の推進・・・児童生徒の社会性を育む農山漁村等での体験活動の推進

【学校等の取組に対する支援】

①スクールカウンセラーの配置拡充
・全公立中学校の通常配置に加え、週５日相談体制を実施

・公立小学校の通常配置に加え、小中連携型配置の拡充による公立小中学校の相談体制の連携促進

・貧困対策・虐待対策のための重点加配

・教育支援センター（適応指導教室）の機能強化等、不登校支援のための配置

・連絡協議会の開催等を通じた質向上の取組の支援

②スクールソーシャルワーカーの配置拡充

・スクールソーシャルワーカー配置の拡充

・貧困対策・虐待対策のための重点加配

・ｽｰﾊﾟｰﾊﾞｲｻﾞｰ（47人）の配置

・連絡協議会の開催等を通じた質向上の取組の支援

【いじめ対策、不登校支援等に対応するため、先進的調査研究を委託】

①自殺予防に対する効果的な取組に関する調査研究（３箇所）
・子供の自殺予防のため、いじめ被害の相談率の低い高校生に対し、SCによる悉皆面談を実施するとともに、自殺総合対策大綱に盛り込
まれた「SOSの出し方に関する教育」の在り方を調査研究

②脳科学・精神医学・心理学等に関する研究と学校教育の連携による調査研究（１箇所）
・情動に関する研究機関のプラットフォームを構築し、学校教育における科学的知見の活用が進展する仕組み作りに向けた調査研究

③学校教育における長期宿泊体験活動の導入促進に関する調査研究（１箇所）
・学校教育における長期宿泊体験活動の導入促進のため、学校の参考となるモデルカリキュラム等の開発のための調査研究

④いじめ防止等対策のためのスクールロイヤー活用に関する調査研究（１０箇所）
・法律の専門家である弁護士が、その専門的知識・経験に基づき、学校において法的側面からのいじめ予防教育を行うとともに、いじめな

どの諸課題の効率的な解決にも資する、学校における相談体制の整備に関する調査研究

⑤スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーの常勤化に向けた調査研究（４箇所）
・学校教育法等においてSC及びSSWが正規の職員として規定された場合を想定し、チーム学校の一員としてＳＣ及びＳＳＷの連携の在り

方、週５日配置へ向けた働き方及び学校・関係機関との連携方策について検証するための調査研究

⑥学校以外の場における教育機会の確保等に関する調査研究（３５箇所）
・教育委員会・学校を中心に、関係者間の連携の下、不登校児童生徒の学校外での様々な学習をきめ細かに支援する体制の整備に向け

た実践研究及び不登校児童生徒を受け入れている民間団体の自主的な取組を促進するための仕組み等に関する調査研究

⑦ＳＮＳを活用した相談体制の構築に向けた調査研究（１０箇所）【新規】
・近年、若年層の多くがＳＮＳをコミュニケーションの手段として用いており、いじめなどの様々な悩みを、ＳＮＳを活用して幅広く受け止める

相談体制の構築のための調査研究

■いじめ対策・不登校支援等推進事業

「ニッポン一億総活躍プラン」や教育再生実行会議、「いじめ防止対策推進法」、「いじめの防止等のための基本的な方針」を
踏まえ、いじめの未然防止、早期発見・早期対応や教育相談体制の整備及びインターネット及びＳＮＳを通じて行われるいじめ
への対応など、地方公共団体等におけるいじめ問題をはじめとする生徒指導上の諸課題への対応のための支援体制を整備
するほか、専門スタッフの配置充実等を図る。
また、平成２８年に成立した「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律」及び同法に
基づき策定した基本指針を踏まえ、不登校児童生徒に対する教育機会の確保の推進のため、教育委員会・学校、関係機関の
連携等による不登校児童生徒へのきめ細かな支援体制を整備する。

【自治体の取組に対する支援】

幅広い外部専門家を活用していじめ問題等の解決に向けて調整、支援する取組の促進等

・第三者的立場から調整・解決する取組、外部専門家を活用して学校を支援する取組、学校ネットパトロール等への支援

・重大事態等発生時の指導助言体制の強化（現状調査や現地支援を行うため職員を派遣）

■早期発見・早期対応 （外部専門家を活用した教育相談体制の整備・関係機関との連携強化等）

■【関連施策】

[目標]平成31年度までに、スクールカウンセラーを全公立小中学校（27,500校）に配置

H30：27,500校 （ニッポン一億総活躍プラン）

（ひとり親家庭・多子世帯等自立応援プロジェクト）

[目標]平成31年度までに、スクールソーシャルワーカーを全中学校区（約１万人）に配置

H30：8,000人 （ニッポン一億総活躍プラン）

（ひとり親家庭・多子世帯等自立応援プロジェクト）

※【関連施策】は含まない平成30年度概算要求額：７２億円（前年度予算額：61億円）
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る
よ
う
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
、
教
育
委
員
会
配
置
方
式
も
推
進
。

(2
)貧
困
・虐
待
対
策
の
た
め
の
重
点
配
置
（週
１
日
追
加
）
１
，
０
０
０
人
（１
，
０
０
０
人
）

【４
８
週
＊
３
h＊
１
日
】

①
全
公
立
小
学
校
に
対
す
る
配
置
（
週
１
日
）

１
７
，
５
０
０
校
（１
６
，
０
０
０
校
）

通
常
配
置
【３
５
週
＊
３
h＊
１
日
】

９
，
５
０
０
校
（
９
，
６
０
０
校
）

小
中
連
携
型
配
置
【３
５
週
＊
４
h＊
１
日
】

８
，
０
０
０
校
（
６
，
４
０
０
校
）

[目
標
]平
成
3
1年
度
ま
で
に
、
ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
を
全
公
立
小
中
学
校
(2
7,
50
0
校
）
に
配
置

（
ニ
ッ
ポ
ン
一
億
総
活
躍
プ
ラ
ン
）

（
ひ
と
り
親
家
庭
・多
子
世
帯
等
自
立
応
援
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
）

H
30

:2
7,

50
0校

H
30

:8
,0

00
人

※
（

）は
前
年
度

＜
学
校
・教
職
員
（
養
護
教
諭
等
）＞

ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
：
児
童
生
徒
の
心
理
に
関
し
て
高
度
に
専
門
的
な
知
識

及
び
経
験
を
有
す
る
者
（
臨
床
心
理
士
等
）

学
校
教
育
法
施
行
規
則
第
6
5
条
の
２

ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
は
、
小
学
校
に
お
け
る
児
童
の
心
理
に
関
す
る
支
援
に
従
事
す
る
。

ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
：福
祉
に
関
し
て
専
門
的
な
知
識
・技
術
を
有
す
る
と
と

も
に
、
過
去
に
教
育
や
福
祉
の
分
野
に
お
い
て
、
活
動
経
験
の
実
績
等
が
あ
る
者
（社
会

福
祉
士
、
精
神
保
健
福
祉
士
等
）

学
校
教
育
法
施
行
規
則
第
6
5
条
の
３

ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
は
、
小
学
校
に
お
け
る
児
童
の
福
祉
に
関
す
る
支
援
に
従
事
す
る
。

32



調
査
研
究
結
果
の

分
析
・
検
証
・
周
知

施
策
へ
の
反
映

【
概
要
】

法
律
の
専
門
家
で
あ
る
弁
護
士
が
、
そ
の
専
門
的
知
識
・
経
験
に
基
づ
き
、
学
校
に
お
い
て
法
的
側
面
か
ら
の
い
じ
め
予
防
教
育
を
行
う
と
と
も
に
、

い
じ
め
な
ど
の
諸
課
題
の
効
率
的
な
解
決
に
も
資
す
る
、
学
校
に
お
け
る
相
談
体
制
の
整
備
に
関
す
る
調
査
研
究
を
実
施
す
る
。
【
2→

10
箇
所
】

い
じ
め
防
止
等
対
策
の
た
め
の
ス
ク
ー
ル
ロ
イ
ヤ
ー
活
用
に
関
す
る
調
査
研
究

１
．
法
的
側
面
か
ら
の
い
じ
め
の
予
防
教
育

い じ め の 防 止

校 務 の 効 率 化 ・ 負 担 軽 減
学
校
に
お
い
て
、
い
じ
め
防
止
対
策
推
進
法
等
に
基
づ
い
て
、
い
じ
め
問
題
へ
の
対

応
が
徹
底
さ
れ
て
い
る
か
を
弁
護
士
が
法
的
側
面
か
ら
確
認
す
る
こ
と
の
有
効
性
を
検

証
す
る
。

【
背
景
】

○
国
は
、
困
難
な
問
題
の
解
決
に
向
け
て
相
談
で
き
る
弁
護
士
等
、
多
様
な
人
材
に
よ
る
支
援
体
制
を
構
築
す
る
。
【
い
じ
め
の
問
題
等
へ
の
対
応

に
つ
い
て
（
第
一
次
提
言
）
（
平
成

25
年

2月
26
日
教
育
再
生
実
行
会
議
決
定
）
】

○
い
じ
め
の
防
止
の
た
め
に
は
、
い
じ
め
に
向
か
わ
な
い
態
度
・
能
力
の
育
成
が
喫
緊
の
課
題
で
あ
る
。
発
達
の
段
階
に
応
じ
て
、
児
童
生
徒
が
い

じ
め
の
問
題
を
自
分
の
こ
と
と
し
て
捉
え
、
考
え
、
議
論
す
る
こ
と
に
よ
り
、
正
面
か
ら
向
き
合
う
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
実
践
的
な
取
組
を
行
う
必
要

が
あ
る
。
【
い
じ
め
の
防
止
等
の
た
め
の
基
本
的
な
方
針
（
平
成

25
年

10
月

11
日
文
部
科
学
大
臣
決
定
（
平
成

29
年

3月
14
日
最
終
改
定
）
）
】

（
前
年
度
予
算
：3
百
万
円
）

平
成
3
0
年
度
概
算
要
求
額
：
53
百
万
円

３
．
法
令
に
基
づ
く
対
応
の
徹
底

２
．
学
校
に
お
け
る
法
的
相
談
へ
の
対
応

学
校
が
、
児
童
生
徒
を
取
り
巻
く
問
題
に
つ
い
て
弁
護
士
に
相
談
し
法
的
ア
ド
バ
イ
ス

を
受
け
る
こ
と
や
、
弁
護
士
に
よ
る
教
員
向
け
の
研
修
会
を
受
け
る
こ
と
等
が
、
生
徒
指

導
上
の
諸
課
題
の
効
率
的
な
解
決
に
資
す
る
こ
と
に
つ
い
て
検
証
を
行
う
。

弁
護
士
が
、
実
例
（
裁
判
例
等
）
を
示
し
な
が
ら
、
人
権
を
守
る
こ
と
の
重
要
性
や
い
じ

め
の
法
律
上
の
扱
い
（
刑
事
罰
の
対
象
と
な
り
得
る
こ
と
や
、
不
法
行
為
に
該
当
し
損
害

賠
償
責
任
が
発
生
し
得
る
こ
と
等
）
に
つ
い
て
教
え
る
授
業
モ
デ
ル
の
構
築
や
実
践
的

な
教
材
の
開
発
を
行
う
。
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調
査
研
究
成
果
・
課
題
の
分
析
・検
証

将
来
の
常
勤
化
の
仕
組
み
作
り
へ
の
反
映

ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
及
び
ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
の

常
勤
化
に
向
け
た
調
査
研
究

（
前
年
度
予
算
額
：４
百
万
円
）

３
０
年
度
概
算
要
求
額
：６
５
百
万
円

い
じ
め
や
不
登
校
等
の
未
然
防
止
、
早
期
発
見
及
び
支
援
・対
応
の
実
現

教
員
の
業
務
負
担
軽
減

Ｓ
Ｃ
，
Ｓ
Ｓ
Ｗ
の
常
勤
配
置
の
モ
デ
ル
実
施

（
１
→
４
箇
所
）

・
・
・

単
独
校
配
置
型

複
数
校
配
置
型

教
育
委
員
会
配
置
型

＜
教
育
委
員
会
＞

週
５
日

要
望
に
応
じ
て

◎
１
箇
所
ご
と
に
、
Ｓ
Ｃ
（
１
名
）
及
び
Ｓ
Ｓ
Ｗ
（
１
名
）
を

常
勤
配
置
（
８
Ｈ
／
日
、
５
日
／
週
）

週
５
日

週
３
日

週
１
日

週
１
日

＜
事
業
目
的
＞

○
中
央
教
育
審
議
会
の
答
申
（
「
チ
ー
ム
と
し
て
の
学
校
の
在
り
方
と
今
後
の
改
善
方

策
に
つ
い
て
」
平
成
2
7
年
1
2
月
2
1
日
）
に
お
い
て
、
ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
（
Ｓ
Ｃ
）

及
び
ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
（
Ｓ
Ｓ
Ｗ
）
を
将
来
的
に
は
学
校
教
育
法
等
に

お
い
て
正
規
の
職
員
と
し
て
規
定
す
る
と
と
も
に
、
公
立
義
務
教
育
諸
学
校
の
学
級

編
制
及
び
教
職
員
定
数
の
標
準
に
関
す
る
法
律
に
お
い
て
教
職
員
定
数
と
し
て
算

定
し
、
国
庫
負
担
の
対
象
と
す
る
こ
と
を
検
討
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。

○
こ
れ
を
受
け
て
、
学
校
教
育
法
等
に
お
い
て
Ｓ
Ｃ
及
び
Ｓ
Ｓ
Ｗ
が
正
規
の
職
員
と
し
て

規
定
さ
れ
た
場
合
を
想
定
し
、
チ
ー
ム
学
校
の
一
員
と
し
て
Ｓ
Ｃ
及
び
Ｓ
Ｓ
Ｗ
の
連
携

の
在
り
方
、
週
５
日
配
置
へ
向
け
た
働
き
方
及
び
学
校
・
関
係
機
関
と
の
連
携
方
策

に
つ
い
て
検
証
す
る
た
め
、
実
際
に
モ
デ
ル
実
施
を
通
じ
た
調
査
研
究
を
実
施
す
る
。

＜
事
業
概
要
＞

○
実
施
主
体
・
・
・
地
方
公
共
団
体

○
実
施
箇
所
数
・
・
・
４
箇
所

○
実
施
内
容
・
・
・
平
成
２
９
年
度
に
実
施
し
て
い
る
調
査
研
究
の
結
果
を
踏
ま
え
、

以
下
の
形
態
等
に
よ
る
Ｓ
Ｃ
及
び
Ｓ
Ｓ
Ｗ
を
常
勤
配
置
し
て

活
用
し
、
そ
の
成
果
や
課
題
に
つ
い
て
研
究
す
る
。

（
実
施
形
態
例
）

・
単
独
校
配
置
型
・
・
・
単
独
の
学
校
に
Ｓ
Ｃ
及
び
Ｓ
Ｓ
Ｗ
を
常
勤
配
置
し
て
、
そ
の

学
校
に
お
け
る
生
徒
指
導
上
の
課
題
に
関
し
て
活
用
。

・
複
数
校
配
置
型
・
・
・
例
え
ば
、
同
一
中
学
校
区
に
お
い
て
、
Ｓ
Ｃ
及
び
Ｓ
Ｓ
Ｗ
を

常
勤
配
置
し
て
、
そ
の
中
学
校
区
内
の
中
学
校
及
び
小
学

校
に
お
け
る
生
徒
指
導
上
の
課
題
に
関
し
て
活
用
。

・
教
育
委
員
会
配
置
型
・
・
・
特
定
の
学
校
で
は
な
く
、
教
育
委
員
会
に
Ｓ
Ｃ
及
び

Ｓ
Ｓ
Ｗ
を
常
勤
配
置
し
て
、
一
定
程
度
の
地
域
内
の
学
校
に

お
け
る
生
徒
指
導
上
の
課
題
に
関
し
て
活
用
。
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調
査
研
究
成
果
の

分
析
・
検
証
・
周
知

施
策
へ
の
反
映

【
概
要
】

１
．
教
育
委
員
会
・
学
校
を
中
心
に
、
関
係
者
間
の
連
携
の
下
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
て
、
不
登
校
児
童
生
徒
の
学
校
以
外
の
場
に
お
け
る
教
育

機
会
の
確
保
等
を
支
援
す
る
体
制
の
整
備
に
向
け
た
実
践
研
究

２
．
不
登
校
児
童
生
徒
を
受
け
入
れ
て
い
る
民
間
団
体
の
自
主
的
な
取
組
を
支
援
す
る
た
め
の
仕
組
み
等
に
関
す
る
調
査
研
究

学
校
以
外
の
場
に
お
け
る
教
育
機
会
の
確
保
等
に
関
す
る
調
査
研
究

１
．
学
校
以
外
の
場
に
お
け
る
教
育
機
会
確
保
等
に
関
す
る
調
査
研
究
（
2
1
→
3
0
自
治
体
）

①
訪
問
型
支
援
や
IC
T
等
を
活
用
し
た
支
援
の
た
め
の
支
援
員
等
の
配
置

②
IC
T
機
材
の
整
備

③
教
育
支
援
セ
ン
タ
ー
等
の
施
設
の
設
置
に
向
け
た
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
配
置

④
不
登
校
児
童
生
徒
支
援
協
議
会
の
設
置
及
び
不
登
校
児
童
生
徒
へ
の
「
支
援
プ
ラ
ン
」

の
作
成
・
活
用

⑤
民
間
団
体
と
の
連
携
に
よ
る
支
援
の
実
施

（
保
護
者
学
習
会
、
民
間
団
体
に
通
う
子
供
に
対
す
る
訪
問
型
支
援
等
の
実
施
等
）

⑥
民
間
団
体
と
の
連
携
に
よ
る
施
設
の
設
置
に
向
け
た
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
配
置

⑦
学
習
活
動
へ
の
経
済
的
支
援

２
．
民
間
団
体
の
自
主
的
な
取
組
の
促
進
に
関
す
る
調
査
研
究
（
2
→
5
団
体
）

不 登 校 児 童 生 徒 へ の き め 細 か な

支 援 体 制 の 整 備 等 の 推 進
平
成
2
9
年
度
に
実
施
し
た
調
査
研
究
の
成
果
等
を
踏
ま
え
、

①
民
間
団
体
の
相
互
評
価
の
実
施

②
中
間
支
援
組
織
の
設
置
・
充
実

【
背
景
】

○
不
登
校
児
童
生
徒
数
は
高
止
ま
り
傾
向
（
平
成
2
7
年
度
の
小
・
中
学
校
に
お
け
る
不
登
校
児
童
生
徒
数
：
約
１
２
万
６
千
人
）

○
平
成
２
８
年
１
２
月
７
日
、
「
義
務
教
育
の
段
階
に
お
け
る
普
通
教
育
に
相
当
す
る
教
育
の
機
会
の
確
保
等
に
関
す
る
法
律
」
が
成
立
し
、
同
法
第
７

条
を
踏
ま
え
、
平
成
２
９
年
３
月
、
「
義
務
教
育
の
段
階
に
お
け
る
普
通
教
育
に
相
当
す
る
教
育
の
機
会
の
確
保
等
に
関
す
る
基
本
指
針
」
を
策
定

⇒
不
登
校
児
童
生
徒
へ
の
多
様
で
適
切
な
教
育
機
会
の
確
保
が
重
要

（
前
年
度
予
算
額
：１
５
５
百
万
円
）

平
成
3
0
年
度
概
算
要
求
額
：
２
３
３
百
万
円
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【
イ
メ
ー
ジ
】
Ｓ
Ｎ
Ｓ
を
活
用
し
た
相
談

Ｓ
Ｎ
Ｓ

ス
ク
リ
ー
ン
シ
ョ
ッ
ト
も

送
信
可
能
で
、
Ｓ
Ｎ
Ｓ

上
の
ト
ラ
ブ
ル
等
を

正
確
か
つ
容
易
に
伝

え
る
こ
と
が
で
き
る

教
育
委
員
会
や

総
合
教
育
セ
ン
タ
ー
等

で
受
信

（
例
）
自
殺
を
ほ
の
め
か
す
等
、
命
に
関
わ
る
相
談
の
場
合
の
連
絡
の
流
れ

臨
床
心
理
士
や

Ｓ
Ｎ
Ｓ
上
の
子
供
の

気
持
ち
が
わ
か
る

若
者
等
が
対
応

教
育
委
員
会

安
全
を
確
認

学
校

緊
急
の
場
合

警
察
、
児
童
相
談
所
等

と
連
携
し
対
応

Ｓ
Ｎ
Ｓ
を
活
用
し
た
相
談
体
制
の
構
築
に
向
け
た
調
査
研
究

３
０
年
度
概
算
要
求
額
：
９
５
百
万
円

（
新
規
）

＜
背
景
＞

○
い
じ
め
を
含
め
、
様
々
な
悩
み
を
抱
え
る
児
童
生
徒
に
対
す
る
相
談
体
制
の
拡

充
は
、
相
談
に
係
る
多
様
な
選
択
肢
を
用
意
し
、
問
題
の
深
刻
化
を
未
然
に
防

止
す
る
観
点
か
ら
喫
緊
の
課
題
。

○
こ
れ
ま
で
も
、
平
成
２
８
年
度
よ
り
、
２
４
時
間
子
供
Ｓ
Ｏ
Ｓ
ダ
イ
ヤ
ル
（
音

声
通
話
に
よ
る
相
談
）
に
つ
い
て
通
話
料
を
無
料
化
す
る
な
ど
体
制
の
整
備
に

努
め
て
お
り
、
そ
の
結
果
、
平
成
２
８
年
度
中
の
２
４
時
間
子
供
Ｓ
Ｏ
Ｓ
ダ
イ

ヤ
ル
相
談
件
数
も
約
４
万
件
と
前
年
度
と
比
較
し
て
約
２
倍
に
増
加
。

○
一
方
、
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
の
普
及
等
に
伴
い
、
最
近
の
若
年
層
の
用
い
る
コ

ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
手
段
に
お
い
て
は
、
Ｓ
Ｎ
Ｓ
が
圧
倒
的
な
割
合
を
占
め
る

よ
う
に
な
っ
て
お
り
、
音
声
通
話
の
み
な
ら
ず
、
Ｓ
Ｎ
Ｓ
を
活
用
し
た
相
談
体

制
の
構
築
を
行
う
こ
と
が
強
く
求
め
ら
れ
て
い
る
。

（
参
考
）
平
成
2
7
年
[平
日
1日
]コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
系
メ
デ
ィ
ア
の
平
均
利
用
時
間

（
平
成
2
8
年
8
月
総
務
省
情
報
通
信
政
策
研
究
所
調
査
）

1
0
代
：
携
帯
通
話
2
.8
分
、
固
定
通
話
0
.0
分
、

ソ
ー
シ
ャ
ル
メ
デ
ィ
ア
利
用
5
7.
8
分
、
メ
ー
ル
利
用
1
7
.0
分

＜
事
業
概
要
＞

○
実
施
主
体
：
地
方
公
共
団
体

○
実
施
箇
所
数
：
１
０
箇
所

○
活
用
ツ
ー
ル
：
児
童
生
徒
へ
の
普
及
の
実
現
可
能
性
や
児
童
生
徒
の
活
用
の
し

や
す
さ
、
相
談
受
付
後
の
対
応
の
し
や
す
さ
等
を
勘
案
し
、
地
方
公
共
団
体
が
地

域
の
実
情
に
応
じ
て
Ｓ
Ｎ
Ｓ
や
ア
プ
リ
等
を
選
定
。

○
相
談
対
象
者
：
原
則
、
児
童
生
徒

○
相
談
受
付
時
間
：
児
童
生
徒
が
相
談
し
や
す
い
平
日
午
後
5
時
～
午
後
1
0
時
程
度

や
、
長
期
休
業
明
け
前
や
日
曜
日
な
ど
地
方
公
共
団
体
が
設
定
。

○
相
談
員
の
体
制
：
相
談
業
務
に
関
す
る
知
識
・
経
験
を
有
す
る
者
に
加
え
て
、
学
生

な
ど
若
年
層
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
事
情
に
精
通
し
た
者
を
組
み
合
わ
せ
た
相
談

体
制
の
整
備
が
考
え
ら
れ
る
。

（
「
Ｓ
Ｎ
Ｓ
を
活
用
し
た
相
談
体
制
の
構
築
に
関
す
る
当
面
の
考
え
方
（
中
間
報
告
）
（
案
）
」

Ｓ
Ｎ
Ｓ
を
活
用
し
た
い
じ
め
等
に
関
す
る
相
談
体
制
の
構
築
に
係
る
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
よ
り
）

Ｓ
Ｎ
Ｓ
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○
義

務
教

育
未

修
了

者
等

が
１２

万
人

以
上

存
在

す
る

実
態

。
→

 夜
間

中
学

は
全

国
に

3
1
校

（
生

徒
数

1
,6

6
0
名

）
に

止
ま

る
。

○
平

成
２
８

年
１２

月
に

、
「

義
務

教
育

の
段

階
に

お
け

る
普

通
教

育
に

相
当

す
る

教
育

の
機

会
の

確
保

等
に

関
す

る
法

律
（

教
育

機
会

確
保

法
）

」
が

成
立

。
教
育
機
会
の
確
保
等
に
関
す
る
施
策
を
総
合
的
に
推
進
す
る
た
め
、
基
本
理
念
が
定
め
ら
れ
、
国
及
び
地
方
公
共
団
体
の
責
務
が
明
確
化
。
全
て
の

地
方
公
共
団
体
に
夜
間
中
学
に
お
け
る
就
学
機
会
の
提
供
等
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
が
義
務
付
け
ら
れ
る
。

○
平

成
２
９

年
３
月

に
、

教
育

機
会

確
保

法
第

７
条

に
基

づ
き

基
本

指
針

を
策

定
。

平
成
３
０
年
度
概
算
要
求
額
７
９
百
万
円

（
平
成
２
９
年
度
予
算
額

２
０
百
万
円
）

＜
多

様
な

生
徒

の
受

け
入

れ
＞

既
存

夜
間

中
学

の
教

育
機

会
の

提
供

拡
充

に
係

る
調

査
研

究
約
６
百
万
円
（
１
か
所
あ
た
り
約
２
５
万
円
）

義
務
教
育
を
受
け
る
機
会
を
実
質
的
に
保
証
す
る
た
め
の
様
々
な
役

割
を
夜
間
中
学
を
設
置
す
る
市
区
に
お
い
て
検
証
。
【
継
続
】

多
様

な
生

徒
に

対
応

し
た

教
育

活
動

を
支

援
約
３
９
百
万
円
（
１
か
所
あ
た
り
約
１
６
０
万
円
）

多
様
な
生
徒
を
受
け
入
れ
る
た
め
に
必
要
な
環
境
整
備
に
係
る
経
費

を
夜
間
中
学
を
設
置
す
る
市
区
に
補
助
。
〔
補
助
率
１
／
２
〕
【
新
規
】

＜
設

置
の

促
進

＞

都
道

府
県

・
市

町
村

の
役

割
分

担
に

係
る

調
査

研
究

４
百
万
円
（
１
か
所
あ
た
り
５
０
万
円
）

教
育
機
会
確
保
法
第
１
５
条
に
基
づ
く
協
議
会
の
設
置
・
活

用
を
促
進
す
る
た
め
、
都
道
府
県
に
お
い
て
就
学
機
会
提
供
に

係
る
役
割
分
担
の
在
り
方
を
検
証
。
【
新
規
】

夜
間

中
学

新
設

準
備

に
係

る
調

査
研

究
２
０
百
万
円
（
１
か
所
あ
た
り
２
５
０
万
円
）

夜
間
中
学
新
設
準
備
に
伴
う
ニ
ー
ズ
の
把
握
や
設
置
に
向

け
た
準
備
の
在
り
方
を
都
道
府
県
又
は
市
町
村
に
お
い
て
検

証
。
【
拡
充
】

＜
既

設
の

夜
間

中
学

等
に

お
け

る
教

育
機

会
の

確
保

＞

必
要
な
日
本
語
指
導
を
充
実
す
る
た
め
夜
間
中
学
に
携
わ

る
教
職
員
に
向
け
た
研
修
を
実
施
。
【
新
規
】

＜
広

報
活

動
＞

教
育
機
会
確
保
法
の
趣
旨
や
基
本
指
針
の
内
容
、
夜
間
中
学
の
活

動
等
を
周
知
す
る
た
め
の
説
明
会
の
開
催
や
、
夜
間
中
学
を
周
知
す

る
ポ
ス
タ
ー
を
作
成
・配
布
等
し
、
国
民
の
理
解
を
増
進
。
【
拡
充
】

＜
夜

間
中

学
の

設
置

促
進

、
夜

間
中

学
に

お
け

る
多

様
な

生
徒

の
受

け
入

れ
拡

大
＞

教
育

機
会

確
保

法
、

基
本

指
針

を
踏

ま
え

た
施

策
の

総
合

的
な

推
進

夜
間

中
学

に
お

け
る

就
学

機
会

の
提

供
推

進
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緊急スクールカウンセラー等活用事業

・スクールカウンセラーの活用
臨床心理士、精神科医 等

・スクールカウンセラーに準ずる者の活用
相談業務経験者、教育・福祉分野の専門的知識を有する者 等

・心のケアに資するためのソーシャルワーク、学習支援

平成30年度概算要求額 ２７億円（平成29年度予算額 ２７億円）
【東日本大震災復興特別会計】

被災地域等

児 童 生 徒 等

保 護 者

心のケア・助言・援助等
及び

新たな課題への対応

○被災した幼児児童生徒・教職員等の心のケアや、教職員・保護者等への
助言・援助、学校教育活動の復興支援、福祉関係機関との連携調整等様々
な課題に対応するため、スクールカウンセラー等を活用する経費を全額国庫
補助で支援する。

※平成２３～２７年度は、全額国費の委託費として実施。平成２８年度からは、従来の委託費の方式を改め、新
たに全額国庫補助の事業を創設するとともに、スクールカウンセラー等を学校等で活用するなど、被災した
幼児児童生徒や教職員の心のケアに資する取組を中心とした事業としている。

地 域関 係 機 関

教 職 員
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７．子供の体験活動の推進

(前 年 度 予 算 額 101百万円）

平成30年度要求・要望額 101百万円

１．要 旨

農山漁村等における様々な体験活動を通じ、児童生徒の豊かな人間性や社

会性を育み、自己有用感を高め、将来のキャリアへの意欲を喚起する。

「子ども農山漁村交流プロジェクト」として総務省、文部科学省、農林

水産省が連携して事業を実施する。

２．内 容

（１）健全育成のための体験活動推進事業 99百万円( 99百万円)

（学校を核とした地域力強化プランの一部）

【生涯学習政策局に計上】〔補助率１／３〕

宿泊体験事業

・小学校、中学校、高等学校等における取組(322校)

・学校教育における農山漁村体験活動の導入のための取組(134地域)

・教育支援センター(適応指導教室)等における体験活動の取組(134地域)

（２）学校教育における長期宿泊体験活動の導入促進に関する調査研究

3百万円( 3百万円)

長期宿泊体験活動の導入促進のため、民間シンクタンク等を活用して、

学校の参考となるモデルカリキュラムを開発する。

≪関連施策≫

○補習等のための指導員等派遣事業

・公立学校における体験活動の実施に係るサポートスタッフの配置を支

援〔補助率１／３〕
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子供の体験活動の推進
（前年度予算額：１０１百万円）

平成３０年度概算要求額：１０１百万円※
※百万円未満は端数処理をしているため、合計と一致しない。

■健全育成のための宿泊体験活動の推進 平成３０年度概算要求額 ９９百万円
（「学校を核とした地域力強化プラン」の一部）

１．事業内容
（１）宿泊体験事業

宿泊体験活動を行う学校等における取組に対する補助。

①小学校、中学校、高等学校等における取組 （３２２校）
学校教育活動における２泊３日以上の宿泊体験活動の取組に対する事業費の補助。

②学校教育における農山漁村体験活動の導入のための取組 （１３４地域）
教育委員会が主催する夏休み期間中等に希望者を募って行う取組に対する事業費

の補助。

③教育支援センター（適応指導教室）等における体験活動の取組 （１３４地域）
教育委員会が主催する教育支援センター（適応指導教室）等における取組に対する

事業費の補助。

（２）体験活動推進協議会 ３２２地域 (各都道府県・市区町村)
各都道府県・市区町村において、様々な体験活動を推進していく上での課題や

成果について協議を行ったり、好事例の収集、各学校への情報提供や取組の普及
を図るために開催する協議会への補助。

２．補助事業者 都道府県・市区町村

３．補助率 １／３

農山漁村等における様々な体験活動を通じ、児童生徒の豊かな人間性や社会性を育み、
自己有用感を高め、将来のキャリアへの意欲を喚起する。
また、「子ども農山漁村交流プロジェクト」として、総務省、文部科学省、農林水産

省が連携して事業を実施しており、地域人材や地域資源を活用することにより、異世代
間交流や都市農村交流を図り、地域の活性化につなげる。

■補習等のための指導員等派遣事業 平成３０年度概算要求額 ３，５７９百万円の内数

１．事業内容
公立学校の体験活動の実施・計画時における指導・助言を行う体験活動アドバイザー、

体験活動専門指導員、看護師、引率ボランティア、引率教員の代替教員等の派遣に
要する経費の補助。

２．補助事業者 都道府県・指定都市（市区町村は間接補助）

３．補助率 １／３

■学校教育における長期宿泊体験活動の導入促進に関する調査研究
平成３０年度概算要求額 ３百万円

（「いじめ対策・不登校支援等総合推進事業」の一部）
学校教育における長期宿泊体験活動の導入促進のため、学校の参考となるモデルカリキュラム

や教職員研修マニュアルを開発する。

学校等における宿泊体験活動の取組に対する支援

ロング・アクティビティ・ラーニング推進事業

関連施策：体験活動の実施等に当たり学校をサポートする人材の配置
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